
○高崎市高齢者医療費助成条例施行規則 

昭和５８年１月２９日 

規則第３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、高崎市高齢者医療費助成条例（昭和５７年高崎市条例第５０号。以

下「条例」という。）第１３条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定める

ものとする。 

第２条から第４条まで 削除 

（受給資格の申請と受給資格者証の交付） 

第５条 条例第４条第２項の規定による申請は、高齢者医療費受給資格者申請書（様式第

１号）により行わなければならない。 

２ 前項の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）による被保険者又は健康保険法（大正１１年法律第７０号）そ

の他これに類する法律による被扶養者であることを証する書類を提示するとともに、申

請者の属する世帯の世帯主及び世帯員の前年（１月１日から７月３１日までの間に行う

申請にあっては、前々年）の所得についての地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の

規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３２８条

の規定によって課する所得割を除く。）の課税の状況を証する書類を添付しなければな

らない。ただし、申請者が前項の申請書を提出する日の属する年（当該日が１月１日か

ら７月３１日までの間の場合にあっては、前年）の１月１日に高崎市に住所を有する場

合は、当該課税の状況を証する書類の添付を省略することができる。 

３ 市長は、第１項の申請があった場合において、申請者を医療費の助成を受ける資格が

ある者（以下「受給資格者」をいう。）と認定したときは、高齢者医療費受給資格者台

帳にこれを登録するとともに、高齢者医療費受給資格者証（６８歳・６９歳）（様式第

３号。以下「受給資格者証」という。）を交付するものとし、受給資格者に該当しない

と認定したときは、受給資格非該当決定通知書（様式第４号）により通知するものとす

る。 

（資格取得の時期） 

第６条 受給資格の取得時期は、市長が当該資格があると決定した日以降とする。 



（資格喪失の時期） 

第７条 受給資格の喪失時期は、条例第３条の規定に該当しなくなったときとする。 

（受給資格者証の更新） 

第８条 市長は、毎年８月１日に受給資格者証の更新を行うものとする。 

２ 受給資格者は、毎年７月１日から同月３１日までの間に、資格の更新について、高齢

者医療費受給資格者申請書を市長に提出し資格の認定を受けなければならない。 

３ 市長は、前項の規定にかかわらず、当該受給資格者に係る受給資格が明らかである場

合は、資格の更新の申請を待たず、受給資格者証を交付することができるものとする。 

（受給資格者証の再交付） 

第９条 受給資格者は、受給資格者証を破り、汚し、又は無くしたときは、受給資格者証

再交付申請書（様式第５号）により、市長に、受給資格者証の再交付を申請することが

できる。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、これを審査し、受給資格を確認した

ときは、受給資格者証を再交付するものとする。 

（受給資格者証の返還） 

第１０条 受給資格を喪失したとき又は受給資格者証の更新若しくは再交付があったとき

は、不用となった受給資格者証は、速やかにこれを市長に返還しなければならない。 

（助成金の申請） 

第１１条 条例第７条第１項の規定による助成金の受給申請は、高齢者（６８歳・６９歳）

医療費請求書（様式第６号）又は高齢者（６８歳・６９歳）訪問看護療養費請求書（様

式第６号の２）に、高齢者（６８歳・６９歳）医療費請求明細書（様式第７号）を添付

して行わなければならない。 

２ 条例第７条第２項の規定による助成金の受給申請は、高齢者医療費助成申請書（請求

書）（様式第８号）に当該診療等に係る費用の領収書（保険点数の記入されているもの）

又は保険診療証明書を添付して行わなければならない。 

（助成の決定通知） 

第１２条 市長は、条例第８条第１項の規定により助成金を支払うときは、高齢者医療費

助成金決定通知書（様式第９号）により、これを当該申請者に通知するものとする。た

だし、支払伝票又は口座振替通知書を交付することによりこの通知に代えることができ



る。 

（助成金の返還通知等） 

第１３条 市長は、条例第１１条第１項の規定に基づき交付した助成金の返還を求めると

きは、助成金返還通知書（様式第１０号）により行うものとする。 

２ 市長は、受給資格者が第三者を原因とする診療等を受けたときは、当該受給資格者か

ら第三者行為傷病届（様式第１１号）を提出させるものとする。 

（変更の届出） 

第１４条 条例第１２条に規定する変更に係る届出は、高齢者医療費受給資格変更届出書

（様式第１２号）によるものとする。 

（その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和５８年２月１日から施行する。 

（高崎市高齢者医療費助成条例施行規則の廃止） 

２ 高崎市高齢者医療費助成条例施行規則（昭和４６年高崎市規則第１３号）は、廃止す

る。 

（経過措置） 

３ この規則の施行前にした廃止前の高崎市高齢者医療費助成条例施行規則の規定による

高齢者医療費助成に係る各種の申請及び決定は、この規則の規定に基づいてしたものと

みなす。 

４ 昭和５８年２月１日付けをもち、同日現在受給資格を有する者に受給資格者証を交付

するものとし、この交付は、第８条に規定する受給資格者証の更新とみなす。 

附 則（平成元年２月１６日規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年６月２７日規則第３４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年３月３１日規則第５０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



附 則（平成１２年１１月２９日規則第７４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１４年９月３０日規則第５３―３号） 

この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月３１日規則第２４号） 

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定による様式により作成してある用紙に

ついては、適宜補正してこれを使用することができる。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第１５号） 

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、第２条から第４条までの改

正規定、第５条第２項の改正規定（「前年の所得（１月から６月までの間に行う申請に

あっては前々年の所得）」を「申請者の属する世帯の世帯主及び世帯員の前年（１月１

日から７月３１日までの間に行う申請にあっては、前々年）の所得についての地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税

を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）の課税」に改

める部分に限る。）、第８条第１項の改正規定及び同条第２項の改正規定は、平成１７

年８月１日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の第２条から第４条までの規定及び第５条第２項の規定は、施行日の前日にお

いて高崎市高齢者医療費助成条例（昭和５７年高崎市条例第５０号）第３条第１項に規

定する対象者に該当する者については、施行日から平成１８年７月３１日までの間は、

適用しない。 

附 則（平成１７年１２月２８日規則第９４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年７月１０日規則第４０号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の規則の規定による様式により作成してある用紙につ

いては、適宜補正してこれを使用することができる。 

附 則（平成２８年３月３日規則第１８号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 


























